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自治労県職労は緊急の要求交渉を行う
80時間超の過重労働を解消できなければ、何も対応しないのと一緒です！

新年度早々、過労死水準の月80時間超の時間外勤務を行った職員は60人。うち3人は100時間超

　コロナ対応による過重労働については、基本要求交渉や春闘交渉で強く改善を求めてきましたが、新年度になっても4月の80時間超の職員が60人に上るなど一向に改善されないことから、自治労県職労は7月15日、労務担当局長に対して緊急の要求書を提出し、交渉を行いました。
冒頭鈴木委員長は、「春闘交渉で、事業廃止の提案をしたところ、リーダーシップを発揮するとの回答をいただいていたが、健康医療局や産業労働局を中心に膨大な時間外が出ているにもかかわらず、一向に改善の兆しが見えない。具体の改善策を聞かせてほしい。」「東庁舎についても、当初から健康的な業務スペースがとられていないとの懸念をしていたが、ふたを開けたら案の定で、車いすの通行も妨げられる状況だ。駐車場からの動線も明確な回答を得られていない。ぜひとも明確な回答をいただきたい。」とし、労務担当局長に緊急の要求書を手交しました。

これに対して局長は、「緊急に要求を提出されたことも重く受け止める。内容は関係所属に確認する。詳しくは担当課長から話をする。」と回答しました。

＜労務担当課長回答＞

要求内容については誠意を持って対応したい。

4月の80時間超は62名で、そのほとんどがワクチン接種に関わるコロナ関連業務と考えられる。

６月１日現在で500人超がコロナ応援業務に当たっているが、たとえコロナ禍であっても、長時間労働是正の基本スタンスは変わらない。

今年度の長時間労働対策として、応援職員のほとんどを兼務発令とした。これまでは受け入れ側が時間外を把握できず、送り出した側は仕事内容が確認できないという問題があったが、兼務発令をすることで、応援先と応援元、人事課とが複数の目でチェックできるようにした。毎月中旬までにそれまでの時間外を確認し、月後半で業務の平準化につなげるなど、リアルタイムの状況把握が可能になる。人事課が時間外をチェックし、各課に状況を伝える仕組みを作ることは、時間外を削減するのに重要な取組みと考える。

また、昨年9月にコロナ関連業務や県民に直結する業務等を除き、原則休止または廃止する取組方針を示したが、具体的事例を調査するまでは至っていない。

把握している事例では、県税事務所で各所長が議論を重ねた結果、窓口時間の短縮に踏み切った例がある。職員任せにしたら実効的な削減はできないという指摘はもっともであり、引き続き全庁挙げて取り組みたい。

公務災害についての職員への周知は、昨年5月に通知を発出した。また人事課でもポータルサイトで相談を促す周知を行った。厚木の宿泊療養施設でのクラスターは、現在認定に向けて調整中。その他、所属からの相談には引き続き丁寧に対応していく。

東庁舎については、職員厚生課が気積等の調査を実施した結果、法令の基準をクリアしていることはお示ししたが、すべての職員が働きやすい環境を作ることは重要と認識しており、今後も実効ある取組みを進めたいと考えている。

＜過重労働についてのやりとり＞

自治労：今日の回答は従来の域を出ておらず、具体的な業務休止には全く言及していない。職員の努力にゆだねるだけではもはや限界で、回答内容は大変遺憾だ。

自治労：コロナ対応の中で、豚熱への対応も発生している。こうした中にあっても何もしないのか。

自治労：豚熱対応の各局応援はやらざるを得ないが、健康医療局にまで応援要請をすることは理解できない。

自治労：休止できる事業はあるのではないか。それを実行するのがトップの仕事だ。

自治労：きちんとした労働時間管理をしてほしいというのは1年前から要求している。やっと今なのかというのが正直なところ。そのスピード感では、過労死水準の超過勤務を真剣に受け止めているとは思えない。
自治労：給付金支給業務は、人を増やせば長時間勤務を減らせるのではないか。職員に限らず、非常勤職員を募集する方法もある。正規職員でなければいけない場合は、トップダウンで今止められる仕事は止める決断をすべき。その姿勢が見えないから、何を言っても無駄と職員が感じている。当局への信頼感もどんどん下がっている。職員の士気が下がる。一刻の猶予もないので、危機感を幹部に認識してもらいたい。

自治労：本当に人が死んでもおかしくない状況。そうなったら誰がどういう責任を取るのか。実行できなければやらなかったと一緒。未必の故意といえる。具体的にどうするのか、明確にしていただきたい。

当局：コロナを言い訳にできないのは明白で、幹部も相当な危機感を持っている。しかし結果として過重労働を強いられている職員が多数いる現実も認識している。昨年も事業を休止した実績がないわけではないが、結果が出ていない以上、今後どういった具体策を示すのか、行政管理課とも相談しながら考えていきたい。

当局：豚熱対応は、16日から19日にかけて全庁的に240人規模で応援依頼。昼勤務は割振り勤務で対応する。各局への依頼に当たって、健康医療局や産業労働局には一定の配慮をしていると聞いている。

自治労：産労で給付金が問題なら人を増やす方法がある。原因に対する具体的な対策をきちんと検討すべき。

当局：産業労働局と健康医療局の超勤の構造は似て非なるのは事実。熟練するとテンポが上がるのも事実。あらゆるところで分析していきたい。

自治労：応援を出す所属には、仕事が回らないため非常勤を雇用しているところもあるが、産労に職員を雇ったほうが業務も熟練していくし合理的ではないか。検討結果も見えずに人が抜かれていくのでは持たない。

自治労：豚熱についても、灼熱の中3交代で防護服を2枚着て作業を行えば、また健康を害す職員が出かねない。3交代に限らず対応できるのでは。

＜東庁舎の問題についてのやりとり＞

自治労：2019年の労務交渉の際、執務室が狭いのではと指摘したのに対し、十分配慮しているとの回答があったにもが、結果は危惧した通りになった。本当に調べて回答したのかという疑念がわいてくる。労使の信頼関係からもきちんと認識してほしい。

自治労：知事が良く「県民目線」というが、障害者目線で考えたかというと全く感じられない。職場内を車いすでは全く通れない。当事者が「自分は入れない庁舎だ」と思えば異動希望を断念することも考えられる。人権問題であり障害者差別と言わざるを得ない。今入っている室課を間引けば解消できる問題だ。

自治労：障害者用駐車場からの動線だが、車いすも自動走行だけではない。雨が降った時に外を回れる人ばかりではない。車いすが通行できることについて、当事者目線で検討したのか、ぜひともお聞きしたい。今からでも改造すべきと考える。スペースの配置問題と駐車場からの動線問題は、別途話し合いの場を持たせていただいて、明確な対応策を示してほしい。

自治労：川崎市では本庁舎建て替えに当たり、障害ある職員の意見をしっかり聞いて実施した。当事者の意見をしっかり聞いて実施すべきだったのでは。

当局：現地の状況は確認している。法令をクリアしていればいいとは考えていない。

自治労：今のままでいいとは思わないですよね。

当局：きつい所属があると思う。

自治労：共通認識があれば話し合いで詰めることもあるかと思うので、今後話し合っていきたい。

＜今後の対応について＞

自治労：超勤問題について早急に検討してもらい、又話し合う場を作ってほしい。再来週のはじめくらいには当局の調整結果や考え方を示してほしい。

当局：今日約束できるのは、関係部署と情報共有すること。寝かせておくことはしないし、動き出す。いつ話し合いの場を設定するかはまた相談させてほしい。

委員長：コロナ禍は誰にも予想できなかったこと。全庁一丸で応援職員も出しているが、トップダウンの決断が見られない。次回は具体策を示してほしい。実施済みの対策もぜひ示してほしい。

当然だが、職員の命が軽んじられることはあってはならない。一刻の猶予もなく早急な対策が必要だ。

豚熱について、全庁一丸での対応の必要性は理解するが、熱中症対策などできる限りの配慮をしてほしい。

東庁舎については、できた建物だから仕方ないでは済まされない。引き続きご対応願いたい。

要　求　書
１　過重労働対策・コロナ関連業務について

（１）本年4月の時間外勤務が80時間を超えている職員についてその原因と改善するために行った対策を明らかにすること。
（２）2021年春季要求交渉で、コロナ対応に注力するための事業の休止・見直しについて、当局は「局長、副局長がリーダーシップを発揮して思い切った対応を行う。」と回答している。各局において具体的にどのような事業の休止・見直しが行われたのかを明らかにすること。
（３）宿泊療養施設や教育委員会でクラスターが発生している。これらが公務災害であることを明確にし、公務災害認定手続きの対応、補償についても職員全体に周知すること。
（４）過重労働を解消するための具体策を明らかにすること。
２　東庁舎の環境について
（１）東庁舎について、2019年9月に当局は、「十分な広さは担保されている。」「ユニバーサルデザインで設計しており、障害者にも配慮している。」「車椅子職員にも対応は可能。」と回答しているが、実態は全く異なり、執務室内は車椅子使用等の障害のある職員が通行できない。
　労使交渉における回答と異なる状況は、信義則に反する行為であり抗議する。
　車椅子使用等の障害のある職員が通行できないことは、該当する職員の東庁舎への異動を事実上困難にしており、人権問題である。
　入居所属の配置換えなどを行い、執務室内を車椅子等使用職員が安全に通行できる執務スペースを確保すること。
（２）東庁舎には、福祉子どもみらい局が入居しており、障害のある県民の来訪も当然想定される。車椅子は自走式だけでなく、大型の車椅子もあり、雨天時の来庁者を想定すると、屋外のひさしの改良では不十分である。障害者用駐車場から直接庁舎に進入できるよう改修すること。
豚熱に関する緊急申し入れ事項
　高温、多湿、悪臭下での作業に鑑み、

〇勤務時間にかかわらず、実作業時間は極力短縮すること。
〇作業翌日は、休める措置（年休以外）を講ずること。
〇冷房の効いた休憩場所を確保すること。
〇休憩場所には熱中症等を回避する飲料水、冷却タオル等を当局負担により用意すること。
〇対応にあたるための交通費等は、駐車場代、有料道路通行料を含め全額保障すること。
〇作業にあたった全ての職員を、特殊勤務手当の支給対象とすること。
